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＜対象企業＞ 
日本経団連会員企業の代表者（約１，３００社） 
起業フォーラム日本経団連会員企業登録者（約３００人） 
＜有効回答総数＞ 
延べ３３４社（同一会社から複数回答あり） 
＜期 間＞ 
２００３年１１月２５日 ～ ２００３年１２月２４日 
＜回答企業の内訳＞ 
製造業が全体の５８％、資本金が１００億円以上が６７％、 
業種は、化学、機械、電機機器などの製造業が多い。（表１参照） 
 

表１ 事業内容、資本金別の回答件数 
資本金 

事業内容 
100 億円未満 100 億円以上 

鉄鋼、鉱業、金属製造業 1 7 
化学、繊維、製薬製造業 13 42 
一般、輸送機械製造業 12 26 
電機、精密機械製造業 9 32 
その他産業部品製造業 4 7 
その他産業材料製造業 4 12 

その他消費財製造業 6 19 
小計（製造業）  194(58％) 49 145 

電力、ガス、石油事業 3 18 
金融機関 6 11 

流通業（商社、貿易業、小売業） 13 6 
建設業 10 20 
不動産 1 1 
鉄道、運輸 4 10 
コンサルティング、ＳＩなど 12 3 
通信、放送 1 5 

エンターテイメント（映画製作など） 6 1 
その他 6 3 

合 計     334 111 223(67%) 
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１．アンケート回答部署について 
 

 
（１）位置付け 
アンケート回答部署は、経営企画部、新事業開発部といった「社内横断的な
組織（以下、コーポレート組織と呼ぶ）」が７３％、２４５件と多い。（社内ベ
ンチャー推進組織であり、コーポート組織でもある３６社含む）(図１参照) 
なお、コーポレート組織には、新事業推進を専門的に行う新事業開発部などが
半分程度であり、経営企画部などで経営戦略検討の一環として新事業推進も行
っている企業が半分程度ある。 
本アンケートでは、業界、企業によ
って差異があるため、新事業の定義を
明確にしなかったが、既存事業の延長
線上にある新商品開発などの活動に
ついては、各事業部、研究所が推進し
ていると思われ、一方、新たな技術・
サービス、新たなマーケットへの進出
といった、既存のどの事業部にも属さ
ないものについては、コーポレート組
織が関与しているようである。 
 
 
 

 

 
                           
（２）新事業推進上の役割 
アンケート回答部署の新事業推進上の役割は、コーポレート組織では「社内
シーズ発掘・新事業のタネ探し（１６％、１０５件）、次代のコア技術の発掘・
育成（１６％、１０４件）、新事業を側面支援（１２％、８０件）、自ら新事業
推進（１１％、７６件）、既存事業領域の拡大（１０％、６４件）」などの順と
なっており、社内ベンチャー推進組織では「社内シーズ発掘・新事業のタネ探
し（１８％、２４件）、次代のコア技術の発掘・育成（１８％、２４件）、新事
業を側面支援（１４％、１８件）」が多い。事業部内組織では「自ら新事業推進
（２２％、３２件）」が多く、研究所内組織では「社内シーズ発掘・新事業のタ
ネ探し（１９％、１４件）、次代のコア技術の発掘・育成（１９％、１４件）」
が多い。（図２参照） 

図１　回答部署
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（３）新事業推進期間 
回答部署の新事業推進期間は、「５
年未満」が５２％、１７９件であり、
比較的推進期間が短い組織が多い。 
なお、「１０年以上（２１％、７３
件）」のうち、７３％（５２件）が製
造業である。（図３参照）   

 
 

推進期間が短い組織が多い理由は、
改組等が３～５年程度毎に行われて
いること、新事業の区切りが３年ない
し５年と、５年未満が多いことなどが
原因のようである。 

図３　回答部署の新事業推進期間
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研 究 所 内

組織 

事 業 部 内

組織 

社内ﾍﾞﾝﾁｬ

ｰ推進組織 

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ組

織 

自ら新事業推進 9 32 17 76

新事業を側面支援 3 7 18 80 

社内ｼｰｽﾞ発掘、新事業のﾀﾈ探し 14 18 24 105

次代のｺｱ技術の発掘・育成 14 24 24 104

既存事業領域の拡大 10 16 7 64

ﾉﾝｺｱ事業等の取扱いの検討 0 4 4 40

ﾏｰｹｯﾄﾘｻｰﾁ等によるﾆｰｽﾞの把握 6 10 8 40

社外との提携、共同研究等の検討 9 18 9 68

社員の意識改革（起業家教育等） 3 6 14 45

企業ｲﾒｰｼﾞの向上 4 13 5 44

 

図２ 回答部署の新事業推進上の役割 
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２．経営トップとの関連について 
 
  
 ここでいう経営トップとは、代表取締役である社長やＣＥＯの場合だけでな
く、大企業の場合では、事業部門長などの場合もある。 
 
（１）経営トップの関わり方、意識 
新事業への経営トップの関わり方、
意識については、「積極的関与（６
８％、２２７件）」、「陣頭指揮（１３％、
４４件）」を併せると８割を超え、経
営トップは積極的に関与している。
（図４参照） 
２００１年１１月経団連が行った
アンケートでは、半数以上が経営ト
ップの関与が不足しており、「経営ト
ップの更なるリーダーシップが必
要」と回答していたことからすると、大きな変化がみられる。２００１年当時
は、各企業ともリストラクチャリングの真っ最中で、新しい事業を検討する状
況になかったが、ここにきて、リストラクチャリングが一段落し、経営トップ
の関心が、新しい事業の育成へと向けられるようになったと思われる。 
 
 
（２）経営トップからの評価 
回答部署が推進する新事業全体へ
の経営トップからの評価は、「期待以
上の成果（３％、９件）、期待どおり
の成果（２０％、６５件）」を併せて
も約２割と少ない。（図５参照） 
なお、「期待以上、期待どおり（併
せて２３％、７４件）」と答えた企業
のほとんどすべて（７１件、９３％）
は、経営トップが「陣頭指揮、積極
的関与」していると答えている。 
 やはり、新事業において、経営トップが期待する成果をあげるためには、経
営トップ自らが積極的に関与・支援することが必要であるといえる。 

図４　経営トップの新事業への関与
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図５　経営トップからの評価
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３．新事業の評価基準について 
 
 
 新事業の継続・撤退に関する評価基準 
本項目は自由記述欄であり、推進する新事業の継続のための数値基準は、「事
業開始後３年目に単年度黒字化、５年目に累積損失解消」が必要であるという
回答が、約半分程度と多い。 
ただし、あくまでも数値基準は目安であり、最終的には、将来性、コア事業
との関連など、ケースバイケースでの総合的な経営判断をするという回答も目
立った。 
 
 
４．成功例、失敗例について 
 
 「４．成功例」と「５．失敗例」については、夫々の集計結果を比較し、傾
向、特徴を分析することとした。 
 
（１）事業内容、ビジネスモデル 
本項目は自由記述欄であるが、成功例の事業内容は、「既存事業周辺で、既存
事業の強みを生かすような事業」が多い。失敗例の事業内容は、既存事業から
かけ離れた分野で「既存事業の強みをあまり生かせないような事業」が多い。 
 ただ、比較的規模の小さな企業では、経営トップの強力なリーダーシップに
より、全社的な認識統一が図りやすく、多くの職務をこなせる多能工的スタッ
フが多いことなどもあり、コア事業からかけ離れた分野で成功している事例も
多く見受けられた。 
 
（２）事業開始のきっかけ 
事業開始のきっかけは、成功例では、「既存の経営資源の活用（２３％、１２
７件）、社員からの提案（ボトムアップ）（１９％、１１０件）、経営層からの指
示（トップダウン）（１５％、８８件）」が多く、失敗例では、「社員からの提案
（ボトムアップ）（２６％、７９件）、経営層からの指示（トップダウン）（１６％、
４９件）、社外からの提案（１５％、４６件）、シーズの活用（１５％、４５件）」
の順になっている。 
「既存の経営資源の活用」は、成功例（２３％、１２７件）では最も多いの
に対して、失敗例（１２％、３８件）では少ない。 
社内ベンチャー制度などの「社員からの提案（ボトムアップ）」は、成功例(１
９％、１１０件)よりも失敗例(２６％、７９件)で多い。 
 「社外からの提案」は、成功例（１１％、６５件）よりも失敗例（１５％、
４６件）のほうが多い。（図６、７参照） 
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 また、回答より別途算出してみると、全成功例でのきっかけ項目数の平均は、 
１例あたり２．２項目と多いのに対して、失敗例では、１．５項目と少なく、
失敗例よりも成功例のほうが、「ボトムアップであるが、最終的には、トップダ
ウンにより社内経営資源を有効に活用した。」、「ボトムアップであるが、しっか
りと社内資源を活用した。」というように、いくつかの要因がうまく絡み合って
いるスパイラルアップが多いといえる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）事業の取扱い 
成功例、失敗例をどう取り扱ったか、については、成功例では、「正式な事業
部へ昇格させた（２５％、６６件）、他事業部へ併合させた（２２％、５９件）、
独立プロジェクトとして継続（２１％、５５件）」が多かった。 
また、失敗例では、「中止（７０％、１３３件）」が圧倒的に多い。 
なお、「社外へ売却」は、成功例で１％（３件）、失敗例で７％（１４件）し
かない。（図８、９参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図7　失敗例のきっかけ
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図９　失敗例の取扱い
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図８　成功例の取扱い
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（４）事業責任者の職歴 
責任者(ﾁｰﾑﾘｰﾀﾞｰ等)の職歴については、成功例、失敗例ともにほぼ同じであ
り、ともに「研究開発、営業、事業企画・経営企画（あわせて７～８割）」が多
い。（図１０、１１参照） 
ただし、回答より別途算出してみると、責任者が経験している職場数では、
成功例での平均は２．２職場であるが、失敗例では１．６職場であり、複数職
場を経験している事業責任者のほうが成功しやすいといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）事業責任者の年齢 
責任者の年齢は、成功例では、４０歳台が５０％（１３２件）、５０歳台が３
２％（８５件）、失敗例では、４０歳台が４２％（８４件）、５０歳台が４０％
（８０件）である。成功例、失敗例とも、４０歳台と５０歳台の合計が８０％
以上と同じ割合である。（図１２、１３参照） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１２　成功例の責任者の年齢
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図１３　失敗例の責任者の年齢
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図１０　成功例の責任者の職歴
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図１１　失敗例の責任者の職歴
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（６）事業責任者の人物像 
事業を運営する責任者の人物像は、成功例では、「リーダーシップを発揮する
タイプ（６２％、１５９件）」が圧倒的に多く、次に「実務家タイプ（１７％、
４５件）」が多い。失敗例では「リーダーシップを発揮するタイプ（２８％、５
２件）」のほかに「実務家タイプ（２１％、４０件）、内部調整タイプ（１９％、
３６件）、研究などに没頭するタイプ（１７％、３２件）」がほぼ同じ割合であ
る。（図１４、１５参照） 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）特別な制度・扱いの有無 
社内ベンチャー制度などの特別制度の活用、特別扱いの有無は、成功例、失
敗例ともに過半数がなし。（図１６、１７参照） 
 特別扱いの中身は、予算や、スタッフ抜擢の面などで、優先的な扱いをした
といった内容が多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１７　失敗例の特別な制度、扱いの
有無
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図１４　成功例の責任者の人物像
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図１５　失敗例の責任者の人物像
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19%（36件)

実務家
21%(40件)

研究者
17%（32件)

異端児
13%(25件)

その他
2%(4件)
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（８）経営トップの関わり方、意識 
成功例、失敗例への経営トップの関与は、成功例では、「積極的関与（６３％、

１６７件）」が多く、「消極的関与（２５％、６８件）」が少ない。失敗例では「積
極的関与（３３％、６５件）」が少なく、消極的関与（５３％、１０８件）」が
多い。（図１８、１９参照） 
 やはり、経営トップの積極的関与・支援は、成功のための大きな条件である
と言える。 
 ただ、ここでいう経営トップとは、会社規模などにより、社長やＣＥＯとい
った代表者の場合や、事業部門長などの場合がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（９）社外資源の活用状況 
社外資源の活用状況については、成功例、失敗例ともに積極的に活用してお
り、成功例ではほとんどが活用（８７％、４５０件）している。（図２０、２１
参照） 
 この結果から、従来の日本企業の「自前主義」の意識は薄くなりつつあると
いえる。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２０　成功例の社外資源活用状況

活用なし
13%（68件)

活用あり
87%（450

件)

図１８　成功例での経営トップの関与

非公式関
与

0%(1件)無関与
1%(3件)

消極的
25%(68件)

陣頭指揮
11%(29件)

積極的関
与

63%(167件)

図１９　失敗例での経営トップの関与

積極的関
与

33%(65件)

消極的関
与

53%(108件)

無関与
8%(15件)

非公式関
与

2%(3件)

陣頭指揮
4%(8件)

図２１　失敗例の社外資源活用状況

活用あり
73%（191件)

活用なし
27%（71件)
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また、成功例の活用手法で多いのは「提携（３５％、１５５件）、人材活用（３
０％、１３７件）、共同研究（２４％、１０７件）」の順に多く、特に、「国内大
企業との提携（１８％、８３件）」が多い。 
なお、「資金提供（１１％、５１件）」は少なく、近年、注目されているリソ
ースである「国内大学」は、共同研究が４％、２０件、提携が１％、６件と、
少数である。（図２２、図２３参照） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１０）成功要因、失敗要因 
成功例では、「事業コンセプトがよかった（１３％、１５２件）、ニーズの把握
に成功（１２％、１３２件）、新たなニーズを創出できた（１０％、１１６件）、
シーズ・アイディアがよかった（９％、１０７件）、優秀な社内人材を抜擢でき
た（８％、９１件）、責任者が優秀であった（８％、８７件）」などが多い。失
敗例では、「事業コンセプトが悪かった（１９％、７４件）、新たなニーズを創
出できなかった（１５％、５９件）、シーズ・アイディアが悪かった（１４％、
５５件）、継続的にニーズ把握できなかった（１４％、５４件）、責任者に問題
があった（１０％、４１件）」などとなっている。 
成功例・失敗例の要因は、「マーケット関係、事業コンセプト関係（成功例４
５％、失敗例６２％）」の要因が多く、それ以外では、「責任者（成功例８％、
失敗例１０％）、スタッフ（成功例８％）」などの人材の要因も多い。（図２４、
２５参照） 

 
図２２　成功例の社外資源活用方法

人材活
用

30%（137
件）

共同研
究

24%（107
件)

提携
35%（155

件）

資金提
供

11%（51
件）

図２３ 成功例の社外資源活用の上位 

  件数 

国内大企業と提携 83

国内大企業と共同研究 47

国内中小企業と提携 37

エンジニアの活用 35

営業マンの活用 30

研究開発員の活用 25

国内大学と共同研究 20

海外大企業と提携 16

日本政府補助金 15
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（図２４、２５の件数は、回答者が「大きな要因」と回答した件数） 
  
 なお、成功要因、失敗要因の自由記述内容は、以下のとおり。 
 
＜成功要因＞ 
・経営トップが既存事業の強みを生かせる分野への新事業の展開を明確にした。 
・経営トップの新事業への意欲が高く、経営トップ自らユーザー紹介等の積極
的な支援をした。 
・経営トップ自ら海外の先進技術を認知し、事業化する決断をした。 
・研究開発に携わった人間が粘り強く商品化し、部長が事業化し、役員が社外
的な交渉窓口になり交渉を進め、ビジネスモデル特許を取得できたことで競
争力が生まれた。 
・経営トップがリーダーシップを発揮し、全社的資源を活用した新事業推進プ
ロジェクトを発足させた。 
・コア技術と新事業がうまくシナジー効果を発揮し、適切な人材が確保できた
こと、社内の研究所（開発面）、事業部（営業面）などの支援体制が適切に得
られた。 
・既存事業との連携により、コア技術・ノウハウを活かした新事業開発ができ
た。 
・1万を超える店舗網を活用できた。 
・本業で強みをもつアニメを活用したコンテンツ配信ができた。 
・遊休資産の事業化転用に係る資産所管部門の協力があった。 
・新事業へのチャレンジ精神旺盛な人材の発掘に係る人事部門の協力があった。 
・責任者が自ら試案し、実行することができる人材であった。 
・責任者がリーダーシップを発揮し、顧客ニーズをキャッチできた。 
・推進者の使命感とも言えるやる気、不退転の決意があった。 
・政府系研究機関の指導、機器メーカーとの協業がうまく軌道にのった。 

  
図２４ 成功要因の上位項目 

  件数 

事業ｺﾝｾﾌﾟﾄがよかった 152

ﾆｰｽﾞの把握に成功した 132

新たなﾆｰｽﾞを創出できた 116

ｼｰｽﾞ、ｱｲﾃﾞｨｱがよかった 107

優秀な社内人材を抜擢できた 91

責任者が優秀であった 87

経営ﾄｯﾌﾟが積極的に関与した 85

社外技術、ﾉｳﾊｳを活用できた 73

社内支援組織の支援があった 67

社外人材を活用できた 63

他事業部、研究所と連携できた 58

 

図２５ 失敗要因の上位項目 

  件数 

事業ｺﾝｾﾌﾟﾄが悪かった 74

新たなﾆｰｽﾞを創出できなかった 59

ｼｰｽﾞ、ｱｲﾃﾞｨｱが悪かった 55

継続的にﾆｰｽﾞ把握できなかった 54

責任者に問題があった 41

社外の販路を活用できなかった 28

社外の技術、ﾉｳﾊｳを活用できなかった 20

社内の優秀な人材を確保できなかった 11

他事業部、研究所との連携不足 11
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・国内の研究機関、顧客との共同開発により、技術の蓄積が図れた。 
・異業種との共同開発、協業が成功した。 
・特殊技術、ノウハウをもった社外の人材を有効活用できた。 
・プロジェクトファイナンスを活用し、外部資金を導入できた。 
・営業担当企業との責任分担による共同事業化が成功した。 
・特殊技術、ノウハウをもった社外の人材を有効活用できた。 
・新しいサービスのため、価値を認知してもらうべく、ユーザーの目の前で作
業内容を確認してもらうような営業手法をとった。 
 
＜失敗要因＞ 
・後発である点を考慮した事業企画になっておらず、戦略も乏しかった。 
・当初ターゲットにしていた市場セグメントと、実際に参入しようとした市場
セグメントが異なっていた。 
・既存製品のコスト競争力を過小評価していたため、代替（新規）製品市場の
規模を過大に見積もった事業計画となっていた。 
・製品の価格変動リスクに関する見込み違いがあった。 
・市場規模より得られる利益の分析予測と、事業化に必要な設備投資、運営費
の予測とが見合ってなかった。 
・全く新しいものであったため、世の中で受け入れられるものか分からなかっ
た。また、かなり高価であったため、受け入れられる市場が小さかった。 
・技術の進歩が早く、手掛けているものがすぐに陳腐化してしまった。 
・特性改善に時間がかかった。ニーズにあわせた商品開発ができなかった。低
コストでの製造ができなかった。 
・明確なニーズを把握しないまま、自社の優れたシーズを過信し、他社の動向
のマネをして事業を開始した。 
・事業責任者がコンセプト、アイディアの検討に時間をかけすぎ出遅れた。 
・開発の取組みスピード、姿勢が不足していた。市場要求コストに対する判断
が甘く、競争力を確保できなかった。 
・事業責任者は技術指向が強く、顧客ニーズの把握が不十分であった。 
・事業スタート時までのマーケッティング調査が不足しており、その後の状況
変化に対応できなかった。 
・営業を既存事業部に頼った結果、顧客接点をもてなかった。既存事業部の営
業担当者にしても、この新事業を販売するインセンティブを持っていなかっ
た。 
・競争力のない未知の分野へ参入し、甘いＦＳであった。 
・既存事業領域を大きく逸脱するテーマであり、販売体制が構築できなかった。 
・事業責任者が、事業分野に関する知識・ノウハウをもっていなかった。 
・社外販路が有効活用できる前提（共同事業契約締結）で事業構築したが、有
効に機能しなかった。 
・在庫管理の効率化、原価率低減等の店舗運営ノウハウが不足していた。 
・個人を対象としたショップ事業の経験が不足していた。 
・対象市場の理解・見識がなく、第三者を通じての知識では長期間にわたる開
発を伴うものは市場の変化についていけなかった。 
・取引先が外国政府系企業だったので売掛金回収の問題は生じないと考えてい
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たが、実際には、売掛金が回収できなかった。 
・製品供給元の海外メーカーが営業停止したこと、リスク要因に対する事前準
備が不足していたこと、リスクに対する監視体制が不備であったこと。 
・海外で成功している技術でも日本では使えないものもあった、逆に日本で使
えても海外で使えない技術もあった。 
・ニーズが日本、米国、欧州で大きく違い、技術シーズが世界全体に適応でき
なかった。 
・事業そのものの有効性は評価されたが、業界内インフラとなる内容であるた
め、業界他社の参加を促すのに時間がかかり、事業性を見出せなかった。 
・外部のリサーチ会社などの情報を鵜呑みにしてしまった。 
・トップダウンによるコンセプトのみが一人歩きした。 
・規制面と医療事情に関する読み違いがあった。 
・競合他社の参入時期が予想より早く、市場における基盤を築けなかった。 
 
 
 
５．今後、必要とする内容について 
 
 
（１）今後、必要とする内容 
今後、必要とする内容については、
「事業責任者の育成強化（９％、１７
１件）、事業化プロセスなどの教育強
化（５％、９２件）」などの「教育の
強化（１４％、２６３件）」に関する
項目、「社内横断的な権限強化（６％、
１１３件）、他事業部、研究所との連
携強化（６％、１０８件）、グループ
経営強化（６％、１１１件）」などの
「全社的な資源の有効活用強化（１
８％、３３２件）」に関する項目や、「提
携、共同研究先企業の探索強化（６％、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１０４件）、社外技術・ノウハウの活 
用強化（５％、９７件）、社外販路の活用強化（５％、８３件）、提携、共同研
究先大学の探索強化（５％、８３件）」などの「社外資源の有効活用強化（２１％、
３６７件）」が多い。他には「事業の選択と集中強化（８％、１４２件）」、「経
営トップの関与強化（５％、９０件）、成功例・失敗例の要因分析強化（８％、
１５５件）、政府支援の強化（３％、６０件）」などとなっている。（図２６参照） 
（図２６の件数は、回答者が「早急に実施したい」と回答した件数） 

図２６ 今後、必要とする内容の上位 

  件数 

新事業責任者の育成強化 171

事業の選択と集中強化 142

社内横断的な権限強化 113

グループ経営強化 111

他事業部、研究所との連携強化 108

提携、共同研究先企業の探索強化 104

社外技術、ﾉｳﾊｳの活用強化 97

事業化ﾌﾟﾛｾｽなどの教育強化 92

経営トップの関与強化 90

責任者などへのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ拡大 84

社外販路の活用強化 83

提携、共同研究先大学の探索強化 83

成功例の成功要因分析強化 79

失敗例の失敗要因分析強化 76

政府の基盤整備強化 60
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（２）政府に期待すること 
政府への期待は、「税制改正（２２％、
１３６件）」への期待が最も多く、続
いて「特許制度、知財関連の環境整備
（１７％、１０５件）」が多くなって
いる。（図２７参照） 
（図２７の件数は、回答者が「早急に
実施してほしい」と回答した件数）  
  

 
 
 
 
 
 
 
 

 自由記述内容は以下のとおりであるが、記載のとおりほとんどがすでに日本
経団連として要望済項目である。 
 
＜税制改正＞ 
・設備投資減税の拡充 
（平成 15 年改正で、経団連要望どおり「研究開発促進税制、ＩＴ投資促進税制」
拡充された、平成 16 年改正へは繰越期間延長を要望） 

・事業撤退コストへの税制優遇（平成 16 年改正で経団連要望、早期事業再生関
連の税制措置、企業組織再編税制見直し等） 
・欠損金繰越期間の延長（経団連要望、平成 16 年改正で 5年→7年に延長」） 
・減価償却期間の弾力化（平成 16 年改正で経団連要望） 
・日本版ＬＬＣ制度創設（平成 16 年改正で経団連要望） 
・二重配当課税廃止（平成 16 年改正で経団連要望） 
・一般所得とキャピタルロスとの合算控除の認可（平成 16 年改正で経団連要望） 
など 
 
＜その他要望事項＞ 
・国際的規格の標準化（ＩＳＯ、ＪＩＳ、ＣＥ、ＵＬなど）（経団連要望済） 
・知財関係法整備 
（職務発明対価額の企業での取り決めの尊重、特許審査の短縮、知財高裁設
立など）（経団連要望済） 

・規制緩和要望 
 （高度先端医療などの薬事法、化審法、道交法など）（経団連要望済） 
・コンテンツ振興関係法整備（経団連要望済） 
・各省庁でバラバラの政府支援制度の一元体系化、窓口一本化 
・産業技術実用化開発補助事業の拡充 
（産学連携、ベンチャー連携マッチングファンド等の拡充など） 
 
 

 
図 27 政府へ期待すること 

  件数 

税制改正 136

特許制度、知財関連の環境整備 105

産学連携の推進、支援 89

事業化段階への支援拡充 76

規制緩和 73

事業再生、会社分割等の環境整備 64

基礎研究段階への支援拡充 67

国際的な標準化の支援拡充 53
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（３）日本経団連へ期待すること 
日本経団連への期待では、「政策提
言（４４％、１３２件）」が最も多く、
ついで、「情報提供（３１％、９２件）」
となっている。（図２８参照） 
（図２８の件数は、回答者が「早急に
実施してほしい」と回答した件数） 

＜要望事項＞ 

・規制緩和推進、補助金拡充、税制改正等への働きかけ 
・新しい事業分野での情報交換できる場の設定（異業種交流会等） 
・次世代技術に関する情報交換会 
・休眠特許の活用への支援策（情報交換会、交流会の拡充） 
・諸外国の産業振興のベンチマーキング、日系企業が活躍できるような中長期
的な政策提言 
・各企業の人事、研究制度等の情報交換会 
・国内、海外のベンチャー企業との交流会、さらに信用調査があるといい 
・新事業の成功体験例の紹介など 
 
６．社内ベンチャー制度について 
（１）社内ベンチャー制度を活用して事業化した件数 
アンケートで回答のあった、各社での社内ベンチャー制度を活用して事業化
した件数の合計は、３７６件。 
 
（２）社内ベンチャー制度活用事業の現在の継続件数 
アンケートで回答のあった、各社での社内ベンチャー制度活用事業の現在の
継続件数の合計は、１８５件。（適用総数の４９％(185/376)が継続） 

 
（３）社内ベンチャー制度に関して、 

今後、必要な内容 
社内ベンチャー制度で必要な内容も、
新事業全体で必要な内容と変わらないが、
「責任者等の人材育成強化（７％、４３
件）、応募者を増やす取組み強化（７％、
４１件）等が多い。（図２９参照） 
（図２９の件数は、回答者が「早急に実
施したい」と回答した件数） 

 

 図 29 社内ﾍﾞﾝﾁｬｰで必要な内容の上位 

  件数 

責任者等の人材育成強化 43

応募者を増やす取組み強化 41

社外販路の活用強化 32

社外技術、ﾉｳﾊｳ活用強化 31

ｸﾞﾙｰﾌﾟ経営強化 29

失敗事例の要因分析強化 29

成功事例の要因分析強化 28

休眠財産の発掘強化 24

 

 
 
図 28 日本経団連へ期待すること 

  件数 

政策提言、働きかけ 132

報告書等による情報提供 92

セミナー等による情報提供 91

国内ベンチャー企業との交流会 64

海外ベンチャー企業との交流会 53

 

以 上 
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